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諮問番号：令和３年度諮問第１号 

 

答申番号：令和３年度答申第４号 

 

 

答 申 書 

 

 

第１ 審査会の結論 

 中央市福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が令和２年１２月１５日付で行った生活

保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という。）第２４条第３項の規定による保

護申請却下処分（以下「本件処分」という。）に係る審査請求（以下「本件審査請求」とい

う。）については棄却されるべきであるとする審査庁の判断は、妥当である。 

 

第２ 事案の概要 

 １ 事案の骨子 

 本件は、令和２年１２月２日、審査請求人が処分庁に対し、法第２４条第１項の規定に基

づき生活保護の開始の申請（以下「本件申請」という。）を行ったが、現在の収入が最低生

活費の基準を上回ることを理由として、処分庁が同月１５日付けで本件処分を行ったとこ

ろ、令和３年２月２５日、審査請求人が本件処分の取消しを求める本件審査請求を行ったも

のである。 

 

 ２ 関連法令等の定め 

（１）生活保護は、「生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる」もの

である（法第４条第１項）。 

（２）「民法…に定める扶養義務者の扶養及び他の法律に定める扶助は、すべて」生活保

護に優先して行われる（法第４条第２項）。 

（３）直系血族は、互いに扶養をする義務がある（民法（明治２９年法律第８９号）第８

７７条第１項）。 

（４）要保護者に扶養義務者がある場合には、扶養義務者に扶養及びその他の支援を求め

るよう要保護者を指導し、また、民法上の扶養義務の履行を期待できる扶養義務者が

あるときは、その扶養を生活保護に優先させる（「生活保護法による保護の実施要領

について」（昭和３６年４月１日厚生省発社第１２３号厚生事務次官通知。以下「次

官通知」という。）第５）。 

（５）保護の申請があったときは、要保護者の絶対的扶養義務者の存否を速やかに確認す
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る。この場合、要保護者の申告によるものとし、さらに必要があるときは、戸籍謄本

等により確認する（「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８年４月１

日社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）第５の１（１））。 

（６）存在が確認された扶養義務者については、要保護者等からの聞き取り等により、扶

養の可能性の調査を行う（局長通知第５の２（１））。当該調査の結果、「扶養義務履

行が期待できない者」と判断された場合は、個別に慎重な検討を行った上で、当該扶

養義務者に対し扶養照会を行わないこととして差し支えない（「生活保護法による保

護の実施要領の取扱いについて」（昭和３８年４月１日社保第３４号厚生省社会局保

護課長通知。以下「課長通知」という。）第５の２）。 

（７）保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定のために必要があると認めるとき

は、扶養義務者に対し、資産、収入の状況等について、必要な資料の提供等を求める

ことができる（法第２９条第１項第２号）。 

（８）局長通知第５の１により把握された扶養義務者について、その職業、収入等につき、

要保護者等から聴取する等の方法により、扶養の可能性を調査する。調査に当たって

は、金銭的な扶養の可能性のほか、被保護者に対する定期的な訪問・架電、書簡のや

り取り、一時的な子どもの預かり等といった精神的な支援の可能性についても確認

する（局長通知第５の２（１））。 

（９）最低生活費は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別等による一般的

な需要に基づくほか、健康状態等によるその個人又は世帯の特別の需要の相違並び

にこれらの需要の継続性又は臨時性を考慮して認定する（次官通知第７）。また、最

低生活費の認定は、当該世帯が最低限度の生活を維持するために必要な需要を基と

した費用を、必ず実地につき調査し、正確に行わなければならない（局長通知第７）。 

（１０）医療費の内容としては、①指定医療機関等において診療を受ける場合の費用、②

薬剤又は治療材料に係る費用、③施術のための費用、④移送費が挙げられる（生活保

護法による保護の基準（昭和３８年厚生省告示第１５８号）別表第４）。また、指定

医療機関等において診療を受ける場合の医療費は、医療関係法令通知等に示すとこ

ろにより診療に必要な最小限度の実費の額を計上する（局長通知第７の５）。 

（１１）収入の認定に当たっては、当該世帯の預金、現金、動産、不動産等の資産の状況、

世帯員の生活歴、技能、稼働能力等の状況、社会保険その他社会保障的施策による受

給資格の有無、扶養義務者又は縁故者等からの援助及びその世帯における金銭収入

等のすべてについて綿密な調査を行い、必要に応じて関係先につき調査を行う等収

入源について直接に把握する（次官通知第８の１（４））。また、他からの仕送り、贈

与等による金銭であって、社会通念上収入として認定することを適当としないもの

のほかは、すべて収入として認定する（次官通知第８の３（２）イ（ア））。 

（１２）保護の要否及び程度は、原則として、当該世帯につき認定した最低生活費と収入

との対比によって決定する（次官通知第１０）。また、保護の要否の判定は、原則と
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してその判定を行う日の属する月までの３箇月間の平均収入充当額に基づいて行う

こととする（局長通知第１０の２（１））。 

（１３）法による保護の実施に係る事務は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２

条第９項第１号に規定する第１号法定受託事務であり（法８４条の５、別表第３）、

地方自治法第２４５条の９第１項及び第３項に基づく処理基準として、次官通知、局

長通知及び課長通知が定められている。 

（１４）行政庁は、審査請求若しくは再調査の請求又は他の法令に基づく不服申立て（以

下「不服申立て」という。）をすることができる処分をする場合は、処分の相手方に

対し、当該処分につき不服申立てをすることができる旨並びに不服申立てをすべき

行政庁及び不服申立てをすることができる期間を書面で教示しなければならない

（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第８２条第１項本文）。 

 

 ３ 前提事実 

（１）令和２年１２月２日、審査請求人は、処分庁に対し、本件申請を行った。 

（２）同月４日、処分庁は、審査請求人の実母である○○○○氏（以下「実母」という。）

並びに審査請求人の父、姉及び弟に対し、審査請求人への精神的な支援及び金銭的な

援助が可能であるか否かの照会（以下「本件照会」という。）を行った。 

（３）同月８日、実母は、本件照会に対し、精神的な支援及び金銭的な援助を「可」とし、

毎月○○○円を送金する旨の回答（以下「本件回答」という。）を行った。なお、本

件回答には「これ以上無理です」、「年金では不足する」という記載もあった。 

（４）同月１１日、処分庁は、審査請求人の父及び弟から、精神的な支援及び金銭的な援

助のいずれも「不可」とする回答を、同月１４日、審査請求人の姉から精神的な支援

のみ「可」とする回答をそれぞれ受理した。 

（５）同月１４日、処分庁は、審査請求人の自宅を訪問した。 

（６）処分庁は、審査請求人に対し、実母による審査請求人への金銭的な支援を収入と認

定し、現在の収入（○○○○○○○円）が最低生活費の基準（○○○○○○円）を上

回ることを理由として、同月１５日付けの保護申請却下通知書（以下「本件通知」と

いう。）により本件処分を行った。 

（７）本件通知には、「この決定に不服があるときは、この決定を知った日の翌日から起

算し３か月以内に山梨県知事に対し審査を請求することができます。（なお、決定が

あったことを知らなかった場合であっても、決定があった日の翌日から起算して１

年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）」との記載があった。 

 

 ４ 争点 

 （１）最低生活費の認定において医療費を認定しなかったことは、違法又は不当か。（争

点１） 



4 

 

（２）収入の認定において扶養義務者からの仕送りを収入として認定したことは、違法又

は不当か。（争点２） 

（３）本件処分の際における処分庁の教示（以下「本件教示」という。）は、違法又は不

当か。（争点３） 

 

第３ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人の主張 

 （１）争点１について 

審査請求人の主張は、大要以下のとおりであると解される。 

審査請求人は、本件申請を行う前に、指定難病である○○○○○○○○○と診断さ

れており、本件申請当時は、数日に一度の間隔で酷いめまいの症状があった。また、

本件申請を行った約半年前から、健康状態が酷く悪い状態が続いており、４～５回ほ

ど救急搬送されていたり、医療費も掛かっていることをケースワーカーに伝達して

いる。 

たとえば、審査請求人は、○○○○○○○○○○○から、令和２年８月２４日、イ

ソバイドシロップ７０％分包３０ｍＬ及びジフェニドール塩酸塩錠２５ｍｇ「日医

工」の処方を、同年９月１４日、ツムラ五苓散エキス顆粒（医療用）、ベタヒスチン

メシル酸塩錠６ｍｇ「ＴＳＵ」及びメトクロプラミドプラミド錠５ｍｇ「トーワ」の

処方をそれぞれ受けている。また、これらはそれぞれセファドール錠２５ｍｇ（同年

８月２４日）並びにメリスロン錠６ｍｇ及びプリンペラン錠５（５ｍｇ）（同年９月

１４日）から変更されたものである。このように、審査請求人は比較的短期間のうち

に様々な異なる薬による治療を試みたものの、いずれも審査請求人の体質には合わ

ず（処方された薬が原因と思われるアレルギー発作により救急搬送されたことすら

あった。）、服用の継続を断念したものである。そして、他に適当な薬もなかったこと

から、本件申請を行う前の直近の診察において薬の処方を受けていなかった。  

さらに、令和２年１１月２日付け再診予約票（○○○○○○○○○○○作成）に、

次の診療日時として令和３年１月４日の１１時から１２時と記載されているように、

診療も継続していたものである。 

審査請求人は、病気というやむを得ない事情により就労が困難となったことから、

生活を成り立たせることが困難になったものであり、このような場合に一時的に生

活を助けるのが生活保護制度であるのだから、本件において、最低生活費の認定の中

で医療費が認定されないことは適切な判断とは思えない。 

（２）争点２について 

ア 処分庁は、審査請求人が実母から○○○円の仕送りを受けていることを理由に、そ

の全額を審査請求人の収入として認定している。 

しかし、審査請求人は、そもそも実母から本件回答を行ったという話は一切聞いて
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いない。また、実母に確認したところ、本件回答を行ったこともなければ、処分庁か

ら再度援助について確認されたこともないとのことであった。本件処分後間もなく

実母が破綻していることも併せて考えると、実母が本件回答を行うはずがない。 

また、○○○円という金額は実母の受給年金額を上回るものであるし、実母もこれ

以上の援助は難しい旨を資料で伝えている。このように、要保護者に対して援助を行

う者の生活の破綻を容易に予見することができる状況である場合は、公的援助は認

められるべきである。 

イ 本件処分は、実母が審査請求人に対し生活できるだけの援助を行えば、実母の生活

が成り立たなくなることが明らかである状況下で行われたものである。これは、援助

を行う実母の生活は成り立たなくても良いことを認めたものであるから、このよう

な収入認定は憲法第２５条に違反する。 

（３）争点３について 

処分庁からは本件通知を渡されただけであり、審査請求の制度がある旨の説明は

一切なかった。審査請求人が本件通知の記載から当該制度の存在に気が付いたこと

で、処分庁に対し質問を行うことができたのであり、その際の回答においても、審査

請求をすることができる期間について説明はなかった。審査請求人から質問をしな

ければ回答をもらえないという対応であった。 

 

 ２ 処分庁の主張 

（１）争点１について 

本件申請時及び本件申請後の審査請求人に対する聞き取りにおいて、通院状況に

ついて確認を行ったところ、現在は受診・通院していないとの回答を得ており、その

内容から「診療に必要な最小限度の実費の額」（局長通知５ 医療費）がないと判断

し、医療費を認定しなかったものである。 

 （２）争点２について 

本件申請に係る「生活保護法による保護申請書」（以下「本件申請書」という。）に、

実母から毎月○○○円の仕送りを受けているとの記載があったことから、実母に対

し本件照会を行ったところ、毎月○○○円の仕送りを行っているとの本件回答を得

たものである。よって、収入の認定に違法又は不当な点はない。 

    なお、実母の回答に「これ以上は無理です」との記載があったことから、今後状況

が変化した際は再度相談いただくようお伝えしている。 

（３）争点３について 

審査請求をすることができる期間については、本件通知に記載されており、内容に

ついても説明を行った。 

 

第４ 審理員意見の要旨 
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 １ 結論 

   本件審査請求には理由がないことから、行政不服審査法第４５条第２項の規定によ

り棄却されるべきである。 

 

 ２ 理由 

（１）争点１について 

処分庁は審査請求人に対し、医療費算定の観点から通院の状況について確認して

おり、現在受診していないとの回答を得ている。また、診断書の書面にも通院や服薬

等、治療の必要に関しての記載はない。 

以上の点からすると、医療費の認定を行わなかった処分庁の判断に違法又は不当

な点はない。 

（２）争点２について 

扶養義務者による扶養は「保護に優先して行われる」ものであるから（法第４条第

２項）、扶養に関する調査については、扶養義務者の存否の確認から行わなければな

らないところ、実母は扶養義務者に当たる。そして、実母は、本件照会に対し、毎月

○○○円を直接手渡ししているとの本件回答を行っていることから、収入の認定に

違法又は不当な点はない。 

 

第５ 審査庁の判断 

１ 争点１について 

   審査請求人からは医療費がかかっている旨主張がある一方で、処分庁が審査請求人

に対し通院の状況について確認した際は、現在受診していない旨の回答を得ている。 

医療費に係る双方の主張を立証する証拠がない現状において、診断書に通院や服薬

等の治療の必要性に関しての記載がないことからすると、処分庁が医療費の算定をし

ていないことについて、違法又は不当な認定とまではいえない。 

 

２ 争点２について 

審理員の意見と同旨。 

 

第６ 調査審議の経過 

   令和３年１２月７日 審査庁から諮問提出 

   令和４年３月２３日 審議 

 

第７ 審査会の判断 

 １ 審理手続について 

   本件審査請求に係る審理手続は、適正に行われたものと認められる。 
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 ２ 本件処分手続について 

   処分庁は、法の規定に基づく保護申請却下処分であること及び本件処分の理由を示

した上で、本件処分を書面で行ったものであり、手続上の違法性及び不当性は認められ

ない。 

   なお、本件教示に係る点については、３（３）において述べる。 

 

 ３ 本件処分に係る争点について 

 （１）争点１について 

ア 医療費の内容としては、指定医療機関等において診療を受ける場合の費用、移送

費等が挙げられ（昭和３８年厚生省告示第１５８号）、診療に必要な最小限度の実

費の額を計上することとなっている（局長通知第７の５）。 

   審査請求人は、指定難病である○○○○○○○○○に罹患していることが認め

られるものの、処分庁に対し「指定難病で治療法もない、薬も体調に合わず飲めな

いから治療できない、費用がかかるだけだから病院に行く必要もないのかなと考

えている」ということを伝えている 。そうすると、審査請求人が本件申請当時受

診・通院をしておらず、薬の処方も受けていないことから、「診療に必要な最小限

度の実費の額」を具体的に算出することができず、よって医療費を認定しない、と

いう処分庁による一連の判断の過程も不自然・不合理なものではなかったという

べきである。 

イ（ア）また、審査請求人が提出する審査請求書、反論書、主張書面等において、審

査請求人が実際に支出した医療費の金額については、具体的な主張・立証がな

されておらず、必ずしも明らかではないものである。しかし、以下に述べる難

病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）に基づく難

病医療費助成制度（以下「助成制度」という。なお、助成制度は生活保護申請

者も対象となるものである。）によれば、審査請求人が要する医療費が、収入

と最低生活費の差額（○○○○○○円）を上回ることがないことは明らかであ

る。 

（イ）○○○○○○○○○は助成制度の対象である（告示番号３０５）。 

また、その対象医療の範囲は指定難病及びその指定難病に付随して発生す

る傷病に関する医療であり、支給対象となる医療の内容は、診察や薬剤の支給

等である。 

さらに、助成制度における自己負担上限額（月額）は、階層区分（市町村民

税の課税の有無及び課税額）で決せられるところ、処分庁が法第２９条に基づ

き中央市長に対して行った審査請求人の収入及び課税の状況に係る調査に対

する回答において、令和元年の審査請求人の所得金額は○○であり、令和２年
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は○○○であったことが確認できる。そうすると、審査請求人の階層区分は、

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○となり、その自己

負担上限額は○○○○○円となる。 

    （ウ）よって、仮に審査請求人が医療費を負担していたとしても、その自己負担上

限額が収入と最低生活費の差額を上回ることがないことは明らかであるから、

この点は結論に影響を及ぼすものではない。 

ウ したがって、最低生活費の認定において医療費を認定しなかったことは、違法又は

不当なものとは認められない。 

（２）争点２について 

ア（ア）審査請求人は、実母が本件回答を行うはずがない旨主張する。 

       しかし、実母は、本件照会に対し、金銭的な援助の可否について「可」とし、

毎月○○○円の援助を行う旨の本件回答を実際に行っている。また、そもそも

本件照会がなされたのは、審査請求人が本件申請書に実母から月○○○円の

援助を受けている旨を記載していたためである。そして、実母も審査請求人が

申告した金額と同額の○○○円の援助を行っている旨回答しており、本件申

請書と本件回答に記載されている金額が一致していることからすると、実母

による本件回答の信憑性は相当程度高いものであることが認められる。さら

に、審査請求書１頁の「援助金は援助者の収入（年金額）を上回っていて、援

助者もこれ以上の援助は難しいということも資料で伝えている」との記載は、

本件回答の内容を前提としたものであり、実母が本件回答を行うはずがない

という審査請求人の主張と矛盾するから、かかる主張は採用することができ

ない。 

       なお、処分庁から実母に対する調査は、本件照会の１回限りであると認めら

れることから、「処分庁は経済的支援について、実母に再度確認したところ」

（審理員意見書１頁）という事実認定は、本件において実母に２回経済的支援

について確認した事実はないという点で誤りである（この点、「審査請求人に

確認した後に実母にも確認した」という意味で「再度」という表現を用いたと

も考えられるところである）。しかし、前述の通り実際に実母による本件回答

があったという事実が認められる以上、この点が上記の結論に影響を及ぼす

ものであるとは認められない。 

（イ）なお、実母は本件照会がなされた時点で○○歳であり、「生活保護問答集に

ついて」（平成２１年３月３１日厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）

において「扶養義務履行が期待できない者」の一類型として挙げられている

「概ね７０歳以上の高齢者」に当たるとの指摘が審理員からなされていると

ころである。 

この点、「扶養義務履行が期待できない者」であるか否かは、当該者に対し
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扶養照会を行うか否かに関する事項である（課長通知第５の２）。そして、本

件申請書には実母より毎月○○○円の仕送りがなされている旨が記載されて

おり、審査請求人も処分庁の聞き取りに対してその旨答えていることからす

ると、この時点において、処分庁が実母を「扶養義務履行が期待できない者」

として取り扱い、扶養照会を行わないという判断を行うことは通常想定し難

いものである（むしろ、扶養義務履行の可能性があることを認識しながら扶養

照会を行わないことが違法性又は不当性の疑いを生じさせることとなる）。 

よって、実母に対し本件照会を行ったことが違法又は不当なものであった

とは認められない。 

（ウ）さらに、審査請求人は、本件回答において実母はこれ以上の援助は難しい旨

を伝えており、生活を成り立たせることが困難であることは明らかであるか

ら、公的援助は認められるべきであると主張する。 

       この点、確かに本件回答には「これ以上無理です」、「年金では不足する」と

の記載がある。しかし、前述の通り、実母は本件回答において、金銭的な援助

の可否について「可」の欄に丸を付け、援助の方法・程度についても「金銭に

より毎月○○○円を送金します。」としている。このように、本件回答におけ

る実母の回答内容には判然としない部分があるものの、金銭的な援助につい

て「可」とする意思表示がなされている以上、かかる意思表示を最も重要視し、

本件申請当時に実母から審査請求人に対してなされていた○○○円の仕送り

がなお継続されるものであると解釈することは、不自然・不合理なものとはい

えない。 

       よって、実母からの仕送りについて、審査請求人が主張するような実母の生

活が成り立たなくなるという「社会通念上収入として認定することを適当と

しない」（次官通知第８の３（２）イ（ア））事情は、本件申請当時において存

在しない。 

イ また、審査請求人は、本件処分における収入認定は憲法第２５条に違反すると主

張する。 

しかし、そもそも当審査会は処分の憲法適合性を審査する権限（違憲審査権）を

有しないため、この点について当審査会の審査権限は及ばないものである。 

ウ したがって、実母からの仕送りを収入として認定したことは、違法又は不当とは

認められない。 

 

（３）争点３について 

ア 行政庁は、審査請求をすることができる処分をする場合は、処分の相手方に対し、

当該処分につき審査請求をすることができる旨並びに審査請求をすべき行政庁及

び審査請求をすることができる期間を書面で教示しなければならないところ（行
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政不服審査法第８２条第１項本文）、本件通知にはこれらの事項が記載されている

のであるから（前提事実第２の３（７））、同項に基づく教示はなされているもので

ある。 

この点、審査請求人は、本件通知を渡された際に審査請求の制度について説明は

なかった旨主張するが、同項の規定により、書面で教示が行われている。 

よって、審査請求人が主張する当該事実は、本件教示の違法性又は不当性に影響

を及ぼすものではない。 

イ したがって、本件教示は、違法又は不当なものとは認められない。 

 

（４）審査請求人は、生活保護の要否の決定に当たっては、収入と最低生活費の比較だ

けではなく、申請者や扶養義務者の状況も含め総合的に判断すべきである旨主張す

る。 

しかし、保護の要否は、認定された最低生活費と収入との対比によって決定するの

が原則であるから（次官通知第１０）、審査請求人の上記主張は採用することができ

ない。 

 

（５）なお、審査請求人のその余の主張は、本件処分の違法性又は不当性の判断に影響

を及ぼすものではない。 

 

４ 結論 

以上検討したところによれば、本件処分を行うに際しての審査過程に看過し難い過

誤欠落は認められず、本件処分に違法又は不当とすべき事実も認められない。 

したがって、本件審査請求には理由がないと認められるため、「第１ 審査会の結論」

のとおり答申する。 

 

   山梨県行政不服審査会 

 

   委員 信田 恵三 

 

   委員 關本 喜文 

 

   委員 中島 朱美 

 

 


